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資料 1５ 京都市内の木造住宅 

・ 近年，木造住宅は大幅に減少し，平成 15 年には 151,950 戸(24.3％)となっている。 

・ その中で，建築時期別にみると，都心部（上京区，中京区，東山区，下京区）では昭和 35 年以

前に建築された木造住宅が 5 割を占めている。 

 
 ■ 構造別住宅数の推移 
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資料：各年住宅・土地統計調査 

 
■ 建築時期別木造住宅の割合 
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※上記の表は建築時期不詳を除いた場合であり，建築時期不詳を含めると，京都市内には 151 千戸の木造住宅がある。

そのうち，昭和 35 年以前の建物は 40 千戸（26.5％）となる。 

資料：平成 15 年住宅・土地統計調査 
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資料 1６ 耐震工事済み木造持家総数の割合 

・京都市内の木造の持家総数は 110,390 戸あるが，そのうち，耐震工事済みは 3.2％となっている。 

・区別にみると，下京区と南区で他の区と比べて高い割合となっているが、5.0％に過ぎない。 
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※耐震工事済みとは，「持家」について，平成 11 年 1 月以降に壁の新設・補強，筋かいの設置，基礎の補強，金具によ

る補強等の耐震工事を行ったものである。 
資料：平成 15 年住宅・土地統計調査 

 
資料 1７ 防火設備のある木造住宅総数の割合 

・京都市内の木造住宅総数は 322,560 戸あるが，そのうち，防火設備のあるのは 12.4％となってい

る。 

・区別にみると，西京区で 17.8％と他の区と比べて高い割合となっている。 
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防火設備のある木造住宅数の割合

 
※防火設備ありとは，自動火災感知設備や自動消火設備があるものである。 

資料：平成 15 年住宅・土地統計調査 
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資料 1８ まちなか住まいのアンケート調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 居住者の年齢               ■ 居住者の世帯人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 65 歳以上世帯人員              ■ 今後の居住意向 
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【調査の対象住宅及び回収状況】 

調査対象は，東山区の袋路に面した町家や長屋の 1,044 戸から，空き家 231 戸と建

替え中や作業場等として利用されている 213 戸を除いた 600 戸を調査対象（回収戸

数：267 戸，回収率：44.5％）とした。 

 
袋路に面した町家や長屋 

 空き家 
建替え中・別の用途として

利用 
調査対象 

1,044 戸 231 戸 213 戸 600 戸 
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資料 1９ 町家の保全再生における建築基準法上の諸問題 

(建築規制・誘導まちづくり手法調査報告書⑫より) 

① 改修時の面積増加の問題 

既存の町家の改修にあたって居住用又は商用として床面積の不足を解消するために増築を行なおう

とする場合がある｡この増築行為は建築基準法から見た場合､建築行為とみなされ確認申請の対象とな

る｡このために､建築基準法の各法令に適合しなければならないが､既存の町家の持つ性能では適合化が

難しく確認申請を受けずに改修・改築をおこなうことが発生する｡ 

 

② 用途変更の問題 

町家の改修して物販店や飲食店に活用し保全再生を図ろうとする動きが活発である｡伝統的な建築物

を活かした町家レストランや町家物販店は都心再生の一つの方法として活発に行われている｡しかしな

がら､こうした改修・改築は建築基準法から見た場合は､明らかに建築行為となる。 

 

③ 外観の変更及び外観の保全の問題 

町家のファサードは､京都の伝統的な都市空間にとっての大きな遺産である｡この町家の外観の保全

を図ることは､京都らしい街並みの形成にとって今後ますます重要な課題となる｡既存不適格のままで

存在している町家も改修によって時代に応じて建物の利用形態が変化せざるを得ない。この改修時にお

いて老朽化に改善を加え建築基準法の求める性能を確保しつつ伝統的な外観を保全する手段が求めら

れている。 

 

④ 防火性能確保の問題 

建築基準法から見た場合､木部が露出する外壁や軒裏の防火性能上､そのままでは必要とされる防火

構造とはならず､性能の向上が図られなければならない｡ 

 

⑤ 構造耐力上の問題 

町家の構造上の耐力は､現行基準法に照らし合わせると耐力性能がかなり不足している｡ 

 

⑥ 単体規定及び集団規定の問題 

建築基準法制定以前に建築された町家は､居住環境上や安全上の単体規定や都市計画上の観点からの

適合性に欠ける事項が多くある｡ 

 

⑦ 避難性能の問題 

町家の保全再生において､住宅としての利用だけではなく､商業施設への変更によって町家を活かし

ていく方法が考えられる。この場合に､不特定多数の利用が想定される場合は､避難上の観点からの措置

を講じる必要がある｡ 

 

⑧ 消防施設の問題 

木造建築物である町家は､その防火性能上必要な設備を備えておく必要がある｡特に､不特定多数の人

に利用が想定される施設として利用する場合は十分な消防設備を備えておく必要がある｡ 
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資料２０ 京町家再生賃貸住宅制度の概要 
・長屋町家を改修し、賃貸住宅として再生する事業であるが、５戸以上の戸数が必要であるといった事

業要件や、長屋町家のオーナーの大半が零細事業者であるといったことにより事業の拡大が困難 
○御所東団地の取組事例 
【概要】 
１ 計画概要 

 延床面積：1 戸当り延床面積は約 50 ㎡（1F 約 30 ㎡，2F 約 20 ㎡） 

 構造型式：木造 2 階建て，通抜け路地に面した長屋形式 

 住戸数：5 軒（9 軒長屋のうちの 5 軒を改修） 

 

２ 事業の趣旨 

 京町家は，建築基準法施行以前の建物のため，通常は現行規定に準拠することが難しい既存不適格物

件である。本件は，耐震，防火及びバリアフリーに関する性能向上に資する工事を補助対象としており，

現況から性能を高めることで，大家及び居住者の安心感が高まることを目指したものである。 

 あわせて，京町家の賃貸住宅再生事例として周知することで，民間事業者による京町家の賃貸住宅経

営及び改修工事の普及啓発を促進することを狙っている。 

     
前面路地と再生長屋外観                    

（防火性を向上しながら，伝統的なファサードを再生） 

 

1 階和室 
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資料２１ 京町家証券化の概要 

 

【京町家証券化について】 
・ 賃貸収入等，不動産活用に伴う収益を分配することを前提に，不動産取得のための資金調達を行

ういわゆる不動産証券化の手法を活用し，3 軒の京町家の保全・再生を図る取組が，平成 18 年

6 月，有限責任中間法人京都不動産投資顧問業協会が母体となった京町家証券化特定目的会社に

よって事業化されました。 

・ 京町家の不動産証券化とは，京町家をＳＰＣ（特定目的会社）が買い取るとともに，事業者等に

向けて貸し出し，その賃料等の収入を市民をはじめとする個人・法人の多くの出資者の配当に当

てる仕組みです。 

・ 今回，有限責任中間法人京都不動産投資顧問業協会が発起人(アレンジャー)となりＳＰＣを設立

し，このＳＰＣに原資産保有者(オリジネーター)が購入した京町家を資産移動しました。そして，

京町家の賃料等から生じる将来の収益を裏付けにＳＰＣが投資家に証券を売却し，その資金で京

町家の購入代金を支払い，不動産管理業務を行っていきます。 

・ 同事業では，総事業費 1 億 5 百万円のうち，5,500 万円の資金が，第一優先出資証券（1 口

10 万円，配当上限 3％）として一般募集されましたが，平成 18 年 6 月 18 日から 26 日ま

での募集期間内の間に完売（209 名）しています。 

・ 京町家証券化特定目的会社によって取得された京町家は，京町家の風情を活かした改修が行われ，

現在飲食，物販の事業用途に賃貸されています。 

 

資料：京都市広報資料(平成 19 年 7月 30 日)「「京町家証券化事業報告書－証券化の実際と今後の課題・展望

－」の発行について」より 

 

 
資料：京都市理財局財産管理課ＨＰより 
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資料２２ 連担建築物設計制度の概要  
・複数敷地を一敷地とみなして接道規定を適用することが可能であり，未接道宅地でも建替・更新が可

能となるといったメリットがあるが，制度そのものの認知が進んでいなかったり，合意形成が進まな

かったりというために，ほとんど利用されていない。 

 

○制度の概要 

・ 連担建築物設計制度とは，既存の建物を含む複数の敷地・建物を一体として合理的な設計を行う

場合に，特定行政庁の認定により，当該敷地群を一つの敷地と見なして，接道義務、容積率制限，

建ぺい率制限，斜線制限，日影制限等を適用できる制度。 

 

・ 既存の建物が存在することを前提に，それと関係を調整して全体で合理的な設計を行ったうえで，

新しく建てる建物を順次連担させていく。したがって，区域内の建物を同時に建替える必要はな

く，個々の建物は任意の時期に建替えたり増改築することが可能。 

 

緩和の内容 接道義務，容積率制限，建ぺい率制限，斜線制限，日影制限等につい

て，複数の建物が同一の敷地にあるものとして適用することが可能。

つまり，適用区域内において，これらの制限を緩和ないし適用除外で

きる場合がある。 

法律で規定されている適用の要件 ・一団の土地の区域内で，既存建築物の位置・構造を前提に，安全，

防火，衛生上必要な基準に従い総合的に設計すること 

・安全，防火，衛生上支障がないこと 

法定手続き、決定権者 特定行政庁が認定 

権利者等の合意等 所有権又は借地権を有する者の全員合意(抵当権者の同意は必要ない)

根拠法 建築基準法第８６条第２項 
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資料２３ 歴史的細街路における町並み景観の保全・再生を支援する施策 

○建築基準法第４２条第３項道路の活用     

 ・狭い道幅に伝統的建築物が建ち並び，それらによって構成されている歴史的な町並み保全，継承の

ために，狭い道幅のままで建築を可能にする施策について，祇園町南側地区で実施している。 

 ・敷地が歴史的細街路にのみ２ｍ以上接する建築物の構造の制限 

①地上階数３以下 

②居室の壁及び天井の室内に面する部分は，難燃材料で仕上げること。 

③３階の居室から屋外の出口に通じる廊下，階段その他の通路の壁及び天井の室内に面する部分は，

準不燃材料で仕上げること。 

・京都市東山区祇園町南側の区域内における 9路線 
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資料２４ 地区レベルでの防災対策(京都市防災都市づくり計画より) 

・計画の中で，袋路内建築物等の建て替え支援や建築物の不燃化等の促進を位置付けている 

 

○建築物の不燃化等の促進 

 

○袋路内建築物等の建て替え支援 
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資料２５ 木造住宅のタイプ別の耐震化課題(木造住宅地震防災対策調査報告書より) 

・木造住宅のタイプ別に耐震化の課題を想定している。 

 

 


